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都市計画と制度・経済・政治：都道府県データの計量分析
曽我謙悟＊
l はじめに：本稿のH的
本稿の目的は、 47都道府県の過去28年間の都市計画区域および地域指定についてのデータを計
量的に分析することにより、日本の都市計画について、これまで提示されてきたいくつかの仮説
について、経験的な検証を行うことである。
都市計画という対象それ自体が様々な要素を内包しているため、都市計画については、様々な
学問分野が、それぞれの視点から多様な論点を提示してきた。いかなる都市を創り上げていくの
かを論じる工学的な視点、都市計画についての法制度はいかなるものなのかを論じる法学的な視
点、都市計画を実際に運用する政治家や公務員の行動はいかなるものかを論じる政治学・行政学
的な視点が、代表的なものであろう。しかし、これらの様々なアプローチによって、日本の都市
計画の実態をどの程度説明できているのかを、経験的なデータに基づいて検証することは、あま
り行われていない。そもそも、現状の都市計画のあり方や、制度に対する批判を加える議論が多
く、実証的な研究はそれほど多くない。また、実証的な研究が行われる場合は、いくつかの注目
される事例に焦点を当てる研究が多く、日本の自治体全体を通じて、どのような説明がより妥当
性を持つのかを検証しようとするものは少ない 1)。
本稿は、 (1)計画家の敗北として日本の都市計画を捉える仮説、 (2)中央集権的な法制度として
日本の都市計画を捉える仮説、 (3)政治過程の産物として日本の都市計画を捉える仮説、 (4)社会
経済環境と中央政府という地方自治体にとっての二つの環境からの制約のトレードオフ関係から
都市計画を捉える仮説の四つの仮説を提示し、それぞれを検証可能な明確な仮説に操作化して、
計量データの分析により検証する。
分析結果は、 (2)の法制度仮説は事実によって支持されず、社会経済環境に規定されながらも、
政治的な選択の所産として日本の都市計画政策は展開されてきたというもの、すなわち、 (1)の都
市計画家の敗北仮説と(3)の多元的政治過程仮説を支持するものであった。さらに、地方分権改革
編集部注＊ 大阪大学大学院法学研究科助教授。本稿は、 2005年1月22日開催法学研究所第35回シンポジウムの
報告原稿に加筆修正したものである。
1)これは都市計画分野に限らず、どのような政策領域を対象とする場合であれ、日本の地方政府研究全般に共
通して該当する。
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の影響をみると、集権的制度の下でこそ、地方自治体は社会経済環境からの自律性を確保するこ
とができ、分権化が進み、移動する資源の獲得をめぐり地域間競争が強まるようになれば、財政
基盤の確保のために、かえって地方自治体の政策は一定方向に収敏していく可能性が示された。
その意味で、 (4)の二つの環境からの自律性のトレードオフ関係を指摘する仮説が、包括的に最も
よく日本の都市計画政策の展開についても説明力を持つというのが、筆者の結論である。
2 先行研究の状況
都市計画については、上述したように、様々な学問分野が様々な論点を提示しているが、本稿
が設定する課題、日本の都道府県は、どのように都市計画制度を運用してきたのか、それはなぜ
なのか、という問いについて、これまで論じられてきた議論を、かなり単純化してまとめると、
以下のようになろう 2)。
第一に、経済学、中でも公共経済学の分野からは、この問いに対する解答は示されない。経済
学においては、そもそも都市計画といった政府による市場への介入が必要なのか、必要だとすれ
ばその根拠は何なのかといった論点が主たる関心となる。したがって、個々の自治体がどのよう
に都市計画を運用するのか、ということは関心の外にある。
第二に、都市工学の視点からすれば、どのような都市を創り上げるかという計画論が中心とな
り、実際の地方自治体による都市計画の運用は、中心的な課題ではない。しかし、都市工学の立
場から見たとき、日本の自治体における都市計画とは、自分たちがどのような絵を描こうとして
も、それをそのままでは実現してくれない、不十分なものと認識されているようである。日本の
都市計画とは、都市計画家のプランに基づいて、街づくりを先導していくものではなく、現状を
追認しているに過ぎないというのが、都市工学の立場から見た、上述の問いへの解答であろう 3)。
第三に、法学、とりわけ行政法学の視点からは、都市計画法をはじめとする法制度が考察の対
象となるい。その中でも、機関委任事務制度に代表されるように、都市計画の集権的性格に対す
る批判が議論の主流を占めている。ここからは、日本の自治体における都市計画とは、制度の集
権性により、画ー的にならざるを得ないものだという結論が得られる。
第四に、政治学の視点からは、都市計画制度の実際の運用は、それぞれの自治体の政治過程の
産物であると捉えられる。官僚主導であれば官僚の望むような運用が、知事・市長や議会が影響
を持つと考えれば、これらの政治家が望むような運用がなされているというのが、ここから出さ
れる解答である（北原 1998)5)。
2)本稿ではそれぞれの議論の大筋を概括的にまとめることとした。筆者によるより詳しい整理は、曽我 1998-
2000 : 1章4節。関連する文献についても、そちらを参照されたい。
3)それぞれの議論の日本の都市計画に対する見解については、曽我 1998-2000: 4章2節。
4)行政学の制度論的な議論も、ほとんどは行政法の議論と同じである。
5)政治家が何を望むかは、さらに支持基盤が何であるかに規定される。支持基盤を何にするかは選挙制度に？
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以上では、それぞれの学問分野ごとに、主たる見解を概観した。もう一度、筆者なりに、都市
計画をめぐる視点を整理してみる。そこで、ガバナンス構造を形成する大きく三つの視点を導入
し、それとの関係により都市計画のあり方を位置づけてみよう。第ーは、中央地方関係の視点で
ある。第二は、政府・市場関係の視点である。第三は、政府内部の政官関係の視点である。第一
の視点は、日本の都市計画制度が集権的であり、中央省庁によりコントロールされていると考え
るか、一定程度の分権性を持ち、地方自治体に裁量の余地はあると考えるかというものである。
第二の視点は、日本の都市計画制度は、強制力に欠けるため、民間企業や住民の行動を制約する
ことはできておらず、基本的には現状追認であると考えるか、政府は一定程度の自律性を持って
おり、社会経済環境のあり方にかかわらず、自らの意思を実現するだけの力を持つと考えるかと
いうものである。第三の視点は、都市計画を決めるのは、政治家なのか官僚なのかという問題で
ある。これらの三つの観点から、都市工学、行政法学、多元的政治過程論の三つの見解を位置づ
けると、表lとなろう。
【表 1: ガバナンス構造と日本の都市計画】
政府・市場関係
弱い国家 強い国家
政官関係（政治過程）
政治家 官僚 政治家 官僚（専門家） 市民
中央・地方 集権 都市工学の 行政法学の （中央官僚の
関係 現状認識 現状認識 理想像）
分権 多元的政治 都市工学の理 行政法学の
過程論 想像 理想像
さらに、これらのガバナンス構造を包括的に捉える視点として、地方自治体が中央政府と地域
社会経済という二つの環境からかけられる制約についての議論がある（曽我 1998-2000: 1章2
節： 2001)。地方自治体は中央政府と異なり地域間の住民、企業の移動が可能であるため、住民
や企業の利益に反する政策をとるとそれらの退出を招き、財政基盤を失ってしまう。そのため地
方自治体は、とりわけ嵩所得者や企業の利益に反する政策を長期的にはとれないという制約をか
けられている。ただし、集権的な制度の下、中央政府からのコントロールにより、地方自治体間
での政策の差異が大きくない場合には、このような高所得者や企業の意向に反した政策もとりう
る。つまり、地方自治体は、社会経済環境と中央政府のどちらからも同時に自由になることはで
きない存在である。上の表でいえば、地方自治体が分権的であり強い国家であることは、論理的
ヽ左右される。したがって、選挙制度が何であるかが、土地利用規制のあり方に影響を与えうる。たとえば、
アメリカ合衆国の地方自治体では、小選挙区制度をとる自治体のほうが、大選挙区制度のところよりも、開
発業者よりも士地保有者の利益が反映されやすく、ゾーニングがより多く導入されているという計最分析の
結果がある (Clingermayerand Feiock 2001: 20-31) 
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に成立しないということになる。
3 仮説の提示
第2節で概観した先行研究の視点を参照しながら、日本の都市計画の運用を規定する要囚につ
いての仮説をここでは考えていく。ただし、先行研究で示された視点は、実際には、そのままで
は検証可能な仮説を導くに至らない。そこで、議論のあいまいな部分については、筆者による推
論により補足しながら、これまでの日本の都市計画の運用について、次の四つの仮説を提示する。
その際、都市計画の実態のうち、二つの側面についての説明を考える。第一は、都道府県ごとの
違いについての説明である。都道府県ごとに違いがあると考えるのかないと考えるのか、あると
するならば、それは何によってもたらされると考えるのか。第二は、時期による違いについての
説明である。同様に、時期による違いのあるなし、ある場合の理由を明示化する仮説を提示する。
仮説 1: 都市計画家の敗北仮説
都市計画分野における日本の「弱い国家」の性格ゆえに、日本の都市計画は街並みを主導して
いくようなものにならず、現状の土地利用を後追い的に追認していくものとなった。したがっ
て、都道府県ごとの違いや時期による違いは、基本的には、都市化の程度などの社会経済環境
の違いにより説明される。地方分権化は、中央地方関係を変革したかもしれないが、社会経済
に対する政府の弱さを改善したものではないので、影響を与えないと予測する。
仮説2: 法制度仮説
集権的な都市計画制度が、全国画ー的な運用を招いた。地方分権改革により、法制度が改正さ
れたことにより、地域ごとの自主的な運用が可能となった。したがって、地方分権改革以前は、
都道府県による違いは存在せず、改革以後、違いが生じるようになると予測する 6)。
仮説3: 多元的政治過程仮説
日本の都市計画において、自治体はそれなりの裁鼠の余地を持つし、社会経済によって完全に
規定されるわけではなく、地域における政治的な判断が都市計画に影響を与えうる。したがっ
て、知事と議会の党派的構成が、都道府県による違いを説明する 7)。地方分権改革が行われる
以前から、地方には裁量があったと考えるので、改革は影響をもたないと予測する（北
6)法制度仮説では、分権改革以前は中央省庁、それ以後は地方自治体が運用の担い手になるということを主張
するが、ではその担い手はどのように運用を行うかについて何も語らないため、どのような運用が行われる
のかについて予測はできない。担い手の政策選好については、北原 (1998: 2章、 7章）がサーベイデータ
を用いて解明を試みているが、そこでは、中央地方を問わず、都市計画家は、市場への介入を好むという共
通点を持つことが示されている。北原の分析が正しいならば、制度の担い手であったかつての中央官僚の選
好は実現されていないのであるから、集権的法制度仮説は、この時点で事実による支持を受けない。
7)法制度的にいえば、都市計画制度は機関委任事務だったので、議会が公式に関与することはできなかった。
しかし、都市計画地方審議会の委員に議員を選ぶことや議会委員会での報告などを通じ、実質的に議員に？
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原 2000: 142)。
仮説4: 二つの自律性のトレードオフ仮説
分権的な制度の下では、自治体は財源などの確保のために開発志向を強めざるを得ない。一定
程度の集権的な制度の下においてこそ、地域ごとの政治的な判断による政策の違いが可能にな
る。したがって、分権改革以前は、知事と議会の党派的構成が都市計画の運用に影響を与える
が、分権改革を行うことで、むしろ自治体の都市計画の運用は画ー的になり、開発志向を強め
るものとなる。
以上の四つの仮説を具体的に検証する方法は、次のようになる。区域・地域指定を従属変数と
し、社会経済変数、政治変数、分権改革変数を独立変数とする。それぞれの独立変数が、従属変
数に対し、どのような関係を持つかは、仮説ごとに異なる。表2にそれはまとめられる。
仮説ごとの変数の予測の中には、特に重要なものとそうでないものがある。たとえば、都市計
画家の敗北仮説において、日本の都市計画は現状の追認に過ぎないと予測しているのだから、杜
会経済変数がもし、日本の都市計画に影響を与えていないのだとしたら、この仮説は、事実に反
していることになる。同様に、たとえば、多元的政治過程仮説は、政治が影響を与えることを主
張するのであり、社会や経済が影響を与えないと主張するわけではない8)。よって、仮に社会経
済変数が従属変数を説明するという結果が出ても、それをもって、この仮説が否定されるわけで
はない。しかし、仮に政治変数が従属変数に影響を与えないという分析結果に終わったならば、
この仮説は事実に反していることになる。その意味で、多元的政治過程仮説にとって、社会経済
変数はクリテイカルではないが、政治変数はクリテイカルなのである。このように、それぞれの
仮説にとって、クリテイカルな独立変数について、網がけをした。もし、分析結果が、この網が
けの変数の予測と異なる結果に終わったならば、その仮説は反証を示されたということになる。
【表2: 四つの仮説とその予測】
杜会経済変数
政治変数
分権改革変数
都市計画家の敗北 I法制度仮説
仮説
多元的政治過程仮二つの自律性のト
説 レードオフ仮説
注） 0は有意な関係があるという予測。 Xは有意な関係がないという予測
ヽ関与の機会が用意されていたこと（曽我 2000)などからすれば、議貝が実質的に、機関委任事務として
の都市計画にも、影響を持つ可能性はあると考えることができよう。
8)むしろ代表的な論者である北原は、日本の都市計画の運用の実態は市場順応的だという。担い手たる都市計
画家はそれを望んでいないにもかかわらず、多元的な政治過程が社会の多様な利害の圧力の産物としての都
市計画を産み出しているのだと考える。ただし、北原の議論において、都市計画の結果は市場順応的である
という点について、実証が示されているわけではない。彼の研究の中心は、アクターヘのサーベイと事例分
析であり、実際にどのような都市計画がなされたかについては、詳しい分析がなされているわけではない。
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4 検証に用いるデータと検証の方法
ここでは、従属変数、独立変数の具体的な指標としてどのようなものを用いたのかを、まず説
明する。次に、それぞれの変数がどのような様相を示しているかを瞥見し、最後に、仮説の検証
の方法を簡単に説明する。
4. 1 従属変数と独立変数の指標
この分析の従属変数は、都道府県ごとの都市計画制度の運用の実態である 9)。具体的な指標と
しては、 1975年から2002年の28年間にわたる47都道府県の市街化区域・市街化調整区域および用
途地域指定のデータである 10)。具体的には、都市計画指定面積、市街化区域面積、市街化調整区
域面積、住居専用地域面積、住居地域面積、商業専用地域面積、近隣商業地域面積、準工業地域
面積、工業地域面積、工業専用地域面積の10のデータを収集した。その上で、これらをそのまま
用いるのでは、都市計画政策の方向性が見えにくいので、次のように七つの指標に集約を行い、
これにより、都道府県ごとの都市計画政策の方向性を捉えることとした。七つの指標は大きく三
種類に分けられる。第一は、都市計画指定をかけた地域のうちに、どれだけを開発可能な市街化
区域に指定するかを測定するものである。第二は、地域指定のうち、住居、商業、工業の三つの
用途にどれだけの割合で配分を行うかである。第三は、住居、商業、工業のそれぞれの用途のう
ち、どの程度、その用途への純化を進めるかを測定するものである。これら三種類、七つの指標
の具体的な算出方法は以下のとおりである。
(1) 市街化区域割合：市街化区域／都市計画指定
(2) 住居地域割合：（住居専用地域＋住居地域）／市街化区域
(3) 住居地域純度：住居専用地域／（住居専用地域＋住居地域）
(4) 商業地域割合：（商業専用地域＋近隣商業地域）／市街化区域
(5) 商業地域純度：商業専用地域／（商業専用地域＋近隣商業地域）
(6) 工業地域割合：（準工業地域＋近隣工業地域＋工業専用地域）／市街化区域
(7) 工業地域純度：工業専用地域／（準工業地域＋近隣工業地域＋工業専用地域）
独立変数は、大きく分けて、社会経済変数、政治変数、制度変数の三つである。それぞれをさ
らに具体的にすると、次のようになる。それぞれについて、それらの変数が従属変数に影響を与
9)いわゆる1968年都市計画法において主たる決定権者が都道府県知事であることから、分析対象を都道府県に
設定した。
10)データは、従属変数および杜会経済変数については、総務省統計局『社会人口統計体系』より、政治変数に
ついては、筆者と待鳥聡史（京都大学）が『朝日年鑑』、全国紙各紙および全国都道府県議会議長会資料よ
り収集したものを用いた。
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えるとしたら、どのような影響が予測されるのかについても述べた。
社会経済変数(A)
(a) 都市化の程度：人口集中地区人口／都道府県全人口：都市化が進むにつれて、都市計画の対
象となる区域は広くなるはずなので、 (1)市街化区域割合に正の関係を持つはずである。用途別
に見たときには、都市化が工業化、商業化どちらの道筋の結果、生み出されたものなのかには、様々
なパターンがあるだろうから、予測は難しい。土地利用の純化の程度についていえば、日本の都
市の土地利用の混在性が指摘されることから考えて、都市化の程度が進めば、土地利用の純度、
とりわけ、 (5)商業地域純度、 (7)工業地域純度に負の関係を持つと予測できる。
(b-d) 産業構造：第一次、第二次、第三次産業それぞれの従事者／都道府県の人口；それぞれ
の産業の割合が高いほど、それぞれの産業に要する土地は広くなるはずである。したがって、第
一次産業比率は (1)市街化区域割合に負の関係を、第二次産業比率は、 (6)工業地域割合と
(7)工業地域純度に正の関係を、第已次産業比率は、 (4)商業地域割合と(5)商粟地域純度に正の
関係を持つことを予測する11)。
政治変数
まず、知事および議会の党派性のいずれにも共通する前提として、国会に議席を持ったことのあ
る政党について、次のような区分を行い、これに基づき、知事と議会の党派性を測定した（曽我・
待鳥 2000; 2001)。政治変数は、従属変数の一年前のものを利用した。政治的な意思決定がその
効果を持つには時間がかかるからである。
自民党
自民党以外の保守政党；新自由クラブ、日本新党、さきがけ、新進党、新生党、太賜党、
自由党、保守党など
中道政党；民社党、社民連、公明党、民主党
革新政党：社会党（社民党）、共産党
知事の党派性(B): 次の五つのタイプに区分した。それぞれにつき、ダミー変数を作成した。
(a) 自民党所属、支持、推薦のみの知事
(b) 自民党およびその他の政党からの支持、推薦を受けている知事
(c) 自民党以外の保守政党の支持、推薦を受けており、自民党の支持を受けていない知
事
(d) 中道政党ならびに革新政党のみから支持を受けている知事
(e) 無党派知事
11) このほかに、各都道府県の県民所得や人口を社会経済変数として投入したが、人口集中地区人口割合や産業
構造変数と相関性が強く、それらを入れたことによりモデル全体の説明力が大きく改善するわけでもないの
で、自由度を確保するためにも、これらは最終的な推定では用いなかった。
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議会の党派性(C):次の二つの指標を作成した。
(a) 自民党議員比率：県議会の自民党議員数／県議会の議員数12)
(b) 革新政党議員比率：県議会の革新政党議員数／県議会の議員数13)
知事、議会のいずれについても、自民党は、開発志向が強く土地保有者の利益を反映するような
政策を志向すると考える。すなわち、できるだけ土地に対する制限をかけないような方向の運用
を行うと考える。したがって、 (1)市街化区域割合に正の影響を与え、 (3)、(5)、(7)といった用途
純化に負の影響を持つと考える。革新政党は、この逆の方向性を持つ。自民党以外の保守政党や
無党派知事については、事前の予測は不可能である。
分権改革変数(D): 1999年までを 0、2000年以降を 1とするダミー変数：法制度が都市計画の指定
の実態を規定していたならば、この変数が何らかの有意な違いをもたらすはずである。符号につ
いては、法制度仮説は特定の予測を持たない。二つの自律性のトレードオフの仮説が正しければ、
分権改革変数は、地方政府に経済発展を志向させるので、 (1)市街化区域割合に正の影響を与え、
住居を減らし、商業や工業への再分配 ((2)に負、 (4)と(6)に正の影響）を行い、それぞれの用途の
用途純化の程度を緩める (3)、(5)、(7)に負の影響）と予測する。
4. 2 記述統計
以上の変数の記述統計、すなわち平均、標準偏差、最大値、最小値については表3にまとめた。
【表3: 各変数の記述統計】
戎冬" 数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
(1) 市街化区域比率 1316 .1391967 .1187307 .0231051 .6179842 
(2) 住居地域割合 1269 .6878338 .0634232 .4682867 .834612 
(3) 住居地域純度 1269 .527469 .1097935 .3378951 .8463379 
(4) 商業地域割合 1269 .0770675 .0168531 .0383781 .1234687 
(5) 商業地域純度 1269 .5601345 .102491 .2905205 .8306724 
(6) 工業地域割合 1222 .2350043 .0606058 .0841766 .4814759 
(7) 工業地域純度 1222 . 3071531 1275646 .0653853 .6851635 
(A-a) 人口集中地区比率 1316 .4700601 .1850764 .2184914 .9798623 
(A-b) 農業従事者比率 1316 .0061454 0056226 .0001793 0253476 
(A-c) 工業従事者比率 1316 2369892 .0684728 0568731 .3945075 
(A-d) 商業従事者比率 1316 .2758697 0257067 .2059435 .3572488 
(B-a) 自民党知事 1316 2082067 .4061798 ゜ 1 (B-b) 自民党相乗り知事 1316 .643617 .4791123 ゜ 1 (B-c) 非自民保守知事 1316 .0402736 .1966748 ゜ 1 
12)定数から欠員を除いたものである。
13)中道政党ならびに地方会派に所属する議員や無所属議員については、どちらの区分にも含まれないため、合
計は 1に達しない。
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(B-d) 中道左派知事
(B-e) 無党派知事
(C-a) 議会自民党比率
(C-b) 議会革新政党比率
1316 
1316 
1316 
1316 
.0699088 
.0379939 
626924 
.1737398 
.2550902 
.1912542 
.1316386 
.0868941 
???
16 
1 
1 
8596491 
.4545455 
以上の記述統計に示されているように、都市計画指定がかけられている地域のうち、市街化区
域に指定されている割合は、平均14%程度である。そのうち、住居に 7割弱、商業に 1割弱、エ
業に 2割弱の土地を配分し、さらに、住居、商業の場合は、半分強を用途純化の強い地域指定と
し、工業の場合は 3割程度とするのがこの30年間の都道府県の都市計画政鍛の平均像である。
他方、政治変数の概要を見ておくと、都道府県レベルでも国政同様に、知事、議会とも自民党
がおおむね支配的だったことが示されている。知事のうち、 2割は自民党のみから支持、推薦を
受けており、全休の65%は自民党を含めそれ以外の政党からの支持、推薦も受けている相乗り知
事である。逆にいえば、非自民の知事は15%程度である。新進党など自民党以外の保守政党の支
持、推薦を受けた知事と無党派知事がそれぞれ全体の 4%、社会、共産を支持基盤とするいわゆ
る革新知事と、現在の民主党の知事を合わせて 7%程度となっている。
従属変数となる都市計画政策については、平均像は上で述べたとおりだが、それぞれの分散は
大きく、最小値と最大値の幅も大きい。たとえば、住居への配分は、 46%~83%、商業への配分
は、 3%~12%、工業への配分は 8 %~42% という幅を持っている。このデータは、上述の通り、
28年間の47都道府県のデータという時系列・クロスセクションデータである。そこで、このデー
タの時系列的な変化と都道府県ごとの多様性を別個に見てみよう。そうすることで、データ全体
の多様性の源泉が、時代による変化なのか、都道府県による違いなのかが明らかになろう。
まず、時系列的な変化について見てみる。全国の値を平均すれば、時系列的な変化はほぼ存在
しないといってよい。すなわち、都市計画政策の安定性は非常に高く、変化は漸進的である。ま
た、全国的に時代によって、住居地域が増え工業地域が減るなどの何らかの一定のトレンドが存
在しているわけでもない。
他方で、都道府県ごとの多様性は大きい。具体的には、都道府県ごとに七つの指標の平均値を
次の表4にまとめた14)。したがって、データの分散の大半は、時期による違いではなく、都道府
県の違いを源泉とするものである。その意味では、このデータは、時系列的なデータよりはクロ
スセクションデータとしての要素が強いものである。
【表4: 都道府県ごとの都市計画政策の展開l
市街化区域 住居地域割合住居地域純度商業地域割合 商業地域純度工業地域割合工業地域純度
北海道 0 .1449 0.6108 0.6492 0.0557 0.4811 0.3339 0.4719 
青森県 0 0796 0 6497 0.5914 0.0602 0.5427 0.2920 0.6120 
岩手県 0.0255 0.6795 0.5277 0.0789 0.6190 0.2418 0.3931 
14)時系列的な変化が小さいと述べたとおり、都道府県内でのデータの分散は小さく、最小値、最大値とも、平
均値に近い。よって、紙幅の節約のためにも、これらについては報告をしていない。
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????????????????????????????????????????????
???
??
?
???????????????????????????????
??
0.1401 
0.0457 
0.0746 
0.0915 
0.1164 
0.0716 
0.1251 
0.2528 
0.2221 
0. 6116 
0.4601 
0.0579 
0.0796 
0.1228 
0.0488 
0.0632 
0.0346 
0.0830 
0 .1292 
0.3224 
0.1374 
0.1035 
0 .1487 
0.5060 
0 .1856 
0 .1659 
0.0894 
0.0889 
0.0290 
0 .1238 
0 .1843 
0.0677 
0.1376 
0.1488 
0.0953 
0.0642 
0 .2015 
0.0506 
0 .1274 
0.0952 
0 .1307 
0 .1393 
0.0415 
0.0770 
0.6903 
0.6694 
0.6702 
0.6537 
0.6957 
0.6704 
0.6551 
0.7823 
0.7617 
0.7351 
0.7425 
0.6355 
0.6209 
0.6453 
0.5556 
0. 7711 
0.7637 
0.6686 
0.6791 
0.6149 
0.6473 
0.6157 
0.6995 
0.6644 
0. 7113 
0.8172 
0.7483 
0.5779 
0.7104 
0.5984 
0.6808 
0.6698 
0.6597 
0.5870 
0.6260 
0.7605 
0.7050 
0.6934 
0.7316 
0.7441 
0. 7011 
0.7518 
0.7859 
0.8201 
0.4802 
0.5091 
0.4635 
0.4435 
0.6327 
0.3540 
0.4444 
0.5245 
0.6486 
0.8329 
0.6785 
0.4568 
0.5311 
0.3977 
0.5225 
0.3885 
0.5265 
0.4209 
0.4951 
0.4403 
0.4774 
0.4788 
0. 5811 
0.5865 
0.6777 
0.5155 
0.5437 
0.5145 
0.3961 
0.4611 
0.4043 
0.6278 
0.4173 
0.5042 
0.3600 
0.6088 
0.5063 
0.4157 
0.5644 
0.7058 
0.6067 
0.4274 
0.6834 
0.7670 
0.0764 
0.1122 
0.0692 
0.0671 
0.0407 
0.0590 
0.0753 
0.0490 
0.0459 
0.1069 
0.0744 
0.0786 
0.0865 
0.0766 
0.0916 
0.0683 
0.0559 
0.0740 
0.0702 
0.0853 
0.0668 
0.0908 
0.0780 
0.0719 
0.0537 
0.0766 
0.0653 
0.1085 
0 .1111 
0.0806 
0.0849 
0.0790 
0.0842 
0.0888 
0.1022 
0.0831 
0.0807 
0.0838 
0.0714 
0.0715 
0.0969 
0.0798 
0.0719 
0.0828 
0.5669 
0.5305 
0.6431 
0.6686 
0.5377 
0.4685 
0.5992 
0.5783 
〇.4596
0.5789 
0.5063 
0.5634 
0.4473 
0. 5811 
0.4498 
0. 7135 
0.5573 
0.6823 
0.4133 
0.4649 
0.4170 
0.5487 
0.4805 
0.6716 
0.4251 
0.5527 
0.6345 
0.5049 
0.6488 
0.4321 
0.3550 
0.6332 
0.7009 
0.4723 
0.5186 
0.6836 
0. 7011 
0.6094 
0.7716 
0.5233 
0.6546 
0.4764 
0.6609 
0.5963 
0.2336 
0.2181 
0.2604 
0.2790 
0.2641 
0.2704 
0.2698 
0 .1687 
0.1922 
0.1577 
0.1830 
0.2856 
0.2925 
0.2780 
0.3527 
0.1611 
0.1801 
0.2575 
0.2506 
0.2997 
0.2854 
0.2936 
0.2222 
0.2637 
0.2348 
0.1059 
0.1853 
0.3140 
0.1774 
0.3206 
0.2341 
0.2506 
0.2562 
0.3241 
0.2712 
0.1561 
0.2140 
0.2233 
0.1970 
0.1839 
0.2022 
0 .1682 
0.1422 
0.0966 
0.3526 
0.2581 
0.3572 
0.3828 
0.6417 
0.4474 
0.2903 
0. 2110 
0.5544 
0.0845 
0.3697 
0.1812 
0.2185 
0.1885 
0.2269 
0.2655 
0.1359 
0.1176 
0.2735 
0.3079 
0.3593 
0.3441 
0.1377 
0.2095 
0.3535 
0.0692 
0.3654 
0.3107 
0 .1934 
0.3367 
0.2704 
0.4383 
0.4218 
0.3095 
0.4322 
0.2069 
0.4234 
0.1887 
0.2925 
0.2486 
0.3626 
0.2483 
0.2614 
0.3100 
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4. 3 統計モデルの推定方法
統計的モデルの推定においては、従属変数と独立変数の関係は線形であり、従属変数は割合で
あるため論理的には両側が切り取られる (0以上 l以下の値しかとり得ない）が、実際には正規
分布に近く、裾の部分において切り取られることの影響は強くないと仮定できる。この意味では、
通常最小二乗法 (OLS) による推定が適当である条件を満たしている。しかし、時系列でありか
つクロスセクショナルなデータ (TSCS)であるため、通常最小二乗法が置く仮定のいくつかを
満たさない (Beckand Katz 1995)。第一に、都市計画の運用は漸進的であり過去からの連続性
が影響する。このため、データ的には、同ーパネル内での自己相関が発生する。第二に、いわゆ
る分散不均一性が発生する。独立変数の値にかかわらず従属変数の分散の程度が均ーにならず、
一定の方向性を持ってしまう。この問題に対処するため、従属変数の 1年前のラグを独立変数に
投入することで、過去からの継続性をコントロールした。このラグの係数は 1に近く、従属変数
との間に非常に明確な関係を持つ（有意確率が非常に高い）はずである。第二の分散不均一性の
問題に対処するために、係数の標準誤差の推定においては、パネルにより修正を行った。
5 検証結果
都道府県の都市計画政策の動向を示す七つの指標ごとに、上述したような独立変数を用いてモ
デルを作成し、統計的推定を行った。なお、知事変数については、多重共線性の発生を避けるた
め、自民党相乗り知事の変数を投入していない。したがって、たとえば無党派知事の係数は、自
民党相乗り知事と比べて無党派知事の場合、従属変数に対してどれだけの違いが生じるかを示す
ものである。分析結果は、表5にまとめた。
【表5: 都市計画政策の決定要因】
市街化区域 住居地域割合 住居地域純度 商業地域割合 商業地域純度 工業地域割合 工業地域純度
(A-a) 人口集 0.0241** -0 0101 0.0805** -0 0024 -0.0701** 0. 0111 -0.0198* 
中地区人口割合 (0. 0056) (0.0074) (0.0204) (0.0017) (0. 0146) (0.0069) (0. 0092) 
(A-b) 農業従 -0.0125 -0.6315** -1.1179** -0.1361+ -0 5075 0.7113** 0.2845 
事者比率 (0.0740) (0. 2424) (0.3544) (0. 0796) (0. 3693) (0 .1979) (0. 5793) 
(A-c) 工業従 -0.0087 -0.0663** -0.3811 ** -0.0316** -0.0046 0.0866** -0.1110** 
事者比率 (0. 0136) (0.0151) (0. 0592) (O.OllO) (0. 0195) (0. 0184) (0. 0344) 
(A-d) 商業従 -0.0299 0 .1261 ** -0.6630** -0.0633** 0 3936** -0.0687+ -0.1254 
事者比率 (0. 0302) (0.0433) (0 .1212) (0.0156) (0 .1005) (0. 0359) (0. 0807) 
(B-a) 自民党 0.0002 0.0044+ 0. 0162** -0.0005 0 0083+ -0.0038+ -0.0079 
知事 (0.0008) (0. 0023) (0.0034) (0. 0007) (0. 0044) (0.0021) (0. 0050) 
(B-c) 非自民 -0.0080** -0.0034 -0.0104+ -0.0031* -0.0250** 0.0034 0.0055 
保守知事 (0.0029) (0.0052) (0.0054) (O. 0014) (0. 0070) (0.0056) (0. 0117) 
(B-d) 中道左 -0.0009 -0.0010 -0.0058* -0.0010 0.0043 0.0019 0.0029 
派知事 (0.0013) (0.0029) (0. 0027) (O. 0015) (0. 0048) (0. 0038) (0. 0115) 
(B-e) 無党派 0.0010 0.0169** 0.0068 0.0037* 0.0218* -0.0204** -0.0718 
知事 (0 0009) (0.0042) (0. 0057) (0.0016) (0. 0088) (0. 0042) (0.0122) 
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(C-a) 議会自 -0.0040 -0.0299** -0.0916** -0 0021 -0 0424** 0 0269** 
民党比率 (0.0061) (0. 0094) (0 0134) (0. 0018) (0.0122) (0.0090) 
(C-b) 議会革 -0.0051 0.0274* 0.1042** 0 0077* O.Oll8 -0.0420** 
新政党比率 (0. 0090) (0. 0123) (0.0281) (0.0036) (0. 0162) (0. 0150) 
(D) 分権改革 -0.0017 -0.0078** -0.0059 0.0003 -0. 0137** 0.0048+ 
(0. 0016) (0. 0028) (0. 0043) (0. 0004) (0.0044) (0. 0029) 
(E) 従属変数 0.9563** 0.7903** 0.6989** 0.7496** 0.7741** 0.7959** 
のラグ (1年） (0. 0094) (0 0706) (0. 0762) (0 0859) (0. 0829) (0. 0728) 
定数 0.0089 0.1469** 0.4388** 0.0464** 0 0777* 0.0283 
(0. 0108) (0 0369) (0.0655) (0 0148) (0. 0304) (0. 0267) 
R二乗 0.9863 0.7137 0 7717 0.6030 0.6943 0.7368 
Wald X二乗 349578.97** 5533.11 ** 16059.79** 12576.85** 16864.24** 4649 .16** 
注）＊＊は 1%水準、＊は5%水準、＋は10%水準で統計的に有意な係数であることを示す。
括弧内は、パネル修正済みの標準誤差である。
-0.0300* 
(0.0152) 
-0.1030** 
(0. 0209) 
-0. 0102** 
(0 0038) 
0.8024** 
(0. 0811) 
0 1713** 
(0. 0494) 
0.6840 
4358 99** 
いずれの統計モデルの推定も、十分に大きなR二乗を持ち、モデル全体も全てのモデルについ
て、 1%水準で統計的に有意である。したがって、この分析結果には、意味があることを、まず
確認しておこう。また、いずれのモデルにおいても、予測どおり、従属変数のラグは係数も大き
く、その関係は統計的に見て信頼性が非常に高い。都市計画政策の安定性がそこでは示されてい
る。
次に、七つの指標ごとに、それがどのような要因により規定されているかをまとめておこう。
第一に、都市計画区域のうちどれだけが市街化区域に指定されるかを説明するのは、基本的には、
都市化の程度である。都市化が進むほど、市街化区域に多くが編入される傾向がある。そのほか
の変数については、説明力を持つものはほとんどない。非自民保守知事は、相乗り知事に比べ、
市街化区域への編入を抑制する傾向があるが、それは 1%に満たない違いである。
第二に、住居用途への配分は、産業が第戸次産業化しているところで高まる傾向にある。加え
て、政治的な影響も受ける。自民党相乗り知事に比べ、自民党単独の知事や無党派知事の場合に
は、住居用途への配分が高まる傾向を持つ。他方、議会の自民党議員の割合が高まれば、住居用
途への配分は低下し、革新議員は逆に、配分を高めるという影響を持つ。また、分権改革は負の
影響を持っていることが明らかとなった。
第三に、住居用途内での純化の程度は、人々が集住しており、かつ産業従事者の比率の低い、
すなわちベッドタウンなどを多く持つ都道府県で高まる傾向を持つ。自民党相乗り知事に比べ、
自民党単独知事が純化を進めるのに対し、非自民保守知事や中道・革新系知事は、逆の傾向を持
つ。自民党議員が多いところでは、用途混在が進められ、革新系議員が多いところでは、逆に純
化が進められる傾向がある。
第四に、商業地域への配分が第 1、2産業と負の関係を持つことは予測どおりだが、商業従事
者数とも負の関係を持つことは、予測に反している。商業地域内の純度に対しては、商業従事者
数が正の関係を持つこととあわせ考えれば、大規模な小売店や商業地区を持つ大都市では商業専
用地域が多く指定され、そうではない地域で、近隣商業地域などが広く指定されている傾向が見
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られると推測できる15)。政治変数を見ると、自民党相乗り知事よりも非自民保守知事が、商粟地
域への配分を弱め、無党派知事は強める傾向が見られる。また、議会で革新勢力が強い場合にも、
商槃地域が多く指定される傾向があることが示されている。
第五に、商業地域内での用途純化の傾向は、人口集住とは負の関係を持ち、商業従事者数と正
の関係を持つ。自民党相乗り知事に比べ、無党派知事は用途純化を進める傾向にあるのに対し、
非自民保守知事は逆に混在を進める傾向にある。議会の自民党勢力が強いところは、やはりここ
でも用途混在を進める影響を持つ。分権改革も用途混在を進める働きを持っている。
第六に、エ粟地域への配分は、第 1、2次産業の比率が高いところで多くなる傾向を持つ。自
民党単独知事や無党派知事に比べたとき、自民党相乗り知事の下で、工業地域は多く指定される
傾向を持つ。議会の自民党は正の、革新系政党は負の関係を持っている。
最後に第七に、工業地域内での土地利用純化の程度は、人口の集住が強まると低下し、工業従
事者とも負の関係を持つ。これは一見したところでは直観に反するが、必ずしも都市化していな
い都道府県で、特定地区での工業開発が進められているところで純化が進み、大都市圏内の中小
工場が多い都道府県では、近隣工業地域が広めに指定される傾向があることを考えれば、説明が
つく 16)。知事については、党派による違いは見られない。議員については、自民党議員、革新系
議員のどちらも、それらが多いほど、工業地域の純化の程度は下がることが示されている。分権
改革は、ここでも、土地利用の混在を強める影響を持っている。
つづいて、社会経済変数、政治変数、制度変数ごとに、従属変数との関係をまとめなおし、都
市計画家の敗北仮説、法制度仮説、多元的政治過程仮説、二つの自律性のトレードオフ仮説の四
つの仮説のいずれが事実に裏付けられるのか、事実に反しているのかを考察する。
第一に、社会経済変数は、都市計画政策を強く規定している。市街化区域への指定の程度、三
つの用途への配分の程度、それぞれの用途内での純化の程度、いずれにおいても、人口集中地区
人口比率、産業構造が大きな説明力を持っている。とりわけ、商業地域や工業地域での混在を容
認する地域指定の割合の高さが現状追認的にもたらされているように都市計画家が問題視してき
た傾向がうかがわれる。この意味で、都市計画家の敗北仮説は、事実のひとつの側面を正しく説
明していると思われる。
第二に、しかし、これが日本の都市計画政策の全てではない。知事や議会の党派性といった政
治変数は、都市計画政策に影響を持っていることが示された。自民党相乗り知事に比べ、とりわ
け無党派知事は、住居、商業地域に多くを配分し、それらの中での用途純化を進め、工業地域を
少なくする傾向がある。自民党単独知事は、住居地域を多く指定し、その中でも住居専用地域を
15)表4に示されているように、商業地域への配分が 1割を超えているのは、秋田、東京、鳥取、島根、愛媛の
5都県である。東京都を除き、第三次産業が地域経済に占める割合は必ずしも高くない。
16)表4に示されているように、工業地域の純化の程度が6割を超えているのは、青森と茨城であり、逆にこの
値が低いのは、奈良、東京、長野、京都である。工業専用地域が臨海部のコンビナートなどに指定されやす
いことからして、海に面していない、あるいは海外線が短いという地理的条件も、工業専用地域の割合が低
いことに寄与しているのだろう。
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多く指定する傾向を持つ。非自民保守系知事は、無党派知事とちょうど逆に、住居、商業地域へ
の配分を減らし、用途混在を進める傾向が見られる17)。また、議会内の自民党議員の割合が高い
ほど、住居、商業地域への配分を低下させ、工業地域の割合を高めるとともに、いずれの用途に
おいても、混在を認める傾向がある。革新系議員は、おおむね、この反対の傾向を持ち、住居、
商業地域への配分を高め、その純化の程度も高め、工業地域を減らしていく傾向を持つ（工業地
域について用途混在を認める点では、自民党議員と共通の傾向を持つ）18)。
これらの傾向については、いずれも、因果の方向が逆である可能性もある。すなわち、ある地
域特性を持ったところで、ある党派の知事や議員が誕生しやすいという因果が存在しうる。この
分析では、それを否定するわけではなく、確かにそのような側面はあろう。しかし、社会経済変
数をコントロールしており、さらに、政治変数については、従属変数に対して 1年前の指標を用
いている。このことからすれば、知事や議会の党派性が都市計画政策の違いをもたらしていると
いう因果関係をまった＜否定することもできないであろう。したがって、多元的政治過程仮説は
事実に適合しており、逆に、法制度仮説は、事実の支持を得ることができていないと結論付ける
ことは、牽強付会とはいえないであろう。
第三に、地方分権化の影響をみると、二つの自律性のトレードオフ仮説は、強く支持を受ける。
統計的な信頼度がやや低いものもあるとはいうものの、地方分権化をしたことで、それまでと比
べて、住居への配分が減り、商工業地域への配分が高まっており、しかもいずれの用途において
も、用途混在を容認する方向へと動いている。これらの傾向を一貫して説明できるのは、地方自
治体が地域間競争にさらされるようになれば、財政基盤確保のためにも、開発志向を強めざるを
得なくなるという二つの自律性のトレードオフ仮説である。先に見たように、多元的政治過程仮
説は、事実の一側面を説明しているが、地方自治体を外部環境から切り離された、自律性の高い
存在と見る面では間違っている。地方自治体は、制度的な要因によって、外部経済環境からの自
律性の程度を左右され、そこでの自律性を失えば、政治的な意思決定の余地が少なくなる、制約
付けられた存在なのである。
6 おわりに
本稿では、日本の都道府県の都市計画政策の展開について、計量データに基づいて、四つの仮
説の検証を進めた。得られた結論は、法制度の集権性を強調し、地方自治体の政治的選択の余地
などを認めない見方は、事実に適合しておらず、地方自治体は、基本的には、社会経済環境の動
17)なお、中道・革新系知事は、自民党相乗り知事とそれほど違った差異は見られない。
18)政治的変数のうち、知事と議会のどちらの影響力がより強いかについていえば、知事の違いは、いずれも従
属変数2、3%の違いをもたらすのに対し、議会の議席率で見ると、自民党ないし革新系政党の議席率の10
％の変化（議席数にして人口の少ない県ならば4、東京都などでは12程度の変化）は、 1%以下の違いを従
属変数にもたらす。ここから考えれば、少なくとも従来いわれてきたよりは、議会にはそれなりの影響力は
あるといってよかろう。この結果は、曽我・待鳥 (2001)の知見とも整合的である。
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向に従いながらも、政治的な選択の結果として、都市政策を展開してきたというものである。た
だし、皮肉なことに、このような政治的選択の可能性は、集権的な法制度の下、地方自治体が資
源獲得競争を第一義におかなくてもよいという制度条件によって支えられてきた。分権化が進み、
地方自治体が財政基盤の確保を重視する傾向が強まり、都市計画政策もそのための一つの道具と
して位置づけられていくようになれば、都市計画政策の方向性はかえって収敏していく可能性も
あることが示された。その意味では、日本の都市計画政策も、大きな理論的枠組の中でいえば、
他の政策領域と同様に、二つの自律性のトレードオフの関係のもとに置かれているといっていい
だろう。
本稿の分析においては、政治変数の扱い方について、不十分な点が残っている。第5節で述べ
たように、地域特性と政治変数の間の双方向の因果関係の可能性を解明しきってはいない。また、
地方官僚制や中央省庁といった、他の重要な政治的プレイヤーの影響についても、モデルに組み
入れることができていない。また、地方分権化の影響をみる制度変数についても、不十分な扱い
にとどまっている。単なる時期的なダミー変数としての処理は、本来の制度の違いを十分に取り
入れられていない危険性があるほか、制度変化を終えて後、 2年間のデータしか得られていない
というデータ上の制約もある。
以上のような限界の故、本稿の結論は、あくまで暫定的なものに過ぎない。しかしそれでも、
日本の都市計画について、政治・行政的な要素の重要性を明らかにしており、さらに、地方自治
体、社会経済環境を包括的に視座に入れた視点から、今後の都市計画政策を見ていく必要がある
ことが示せたものと考えている。
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